[bookmark: _GoBack]様式第１号(表紙)

設計施工一体方式低入札価格調査における調査書類

令和　　年　　月　　日

交野市長　様
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
	
　当方の下記案件における入札金額は、低入札価格調査基準価格を下回っていますので、当該入札金額で契約内容に適合した履行が可能であることを証する根拠資料を調査書類として提出します。
　なお、低入札価格調査の結果、当方が契約の相手方となった場合は、関連法規を尊守し、貴監督職員の指示に従い、契約に示された内容に適合した履行をすることはもとより、下請予定業者や資材納入予定業者などの見積金額を理由なく減額することは致しません。
　また、工事内容を変更し又は追加する必要がある場合においては誠意をもってこれに対応し、公共工事に適う品質を確保するとともに工事の安全にも万全を期すことを誓約いたします。

記

案件名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

入札金額　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（うち取引にかかる消費税及び地方消費税の額　　　金　　　　　　　　　　　　円）


様式第２号
当該価格で入札した理由（建設工事）

案件名
　
理　由






















・当該価格で入札した理由を、労務費、手持工事の状況、当該工事現場と事務所・倉庫との関係、手持資材の状況、手持機械の状況、下請会社等の協力等の面から記載する。

様式第３－１号
入札金額の積算内訳書

	工事区分･工種・種別
	単位
	数　量
	金　額
	備 考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	直接工事費
	
	
	
	

	共通仮設費
	
	
	
	

	純工事費
	
	
	
	

	現場管理費
	
	
	
	

	工事原価
	
	
	
	

	一般管理費
	
	
	
	

	工事価格
	
	
	
	


・見積等積算根拠を示すものがあれば添付する。
・配布した金抜設計書を利用してもよい。

様式第３－２号
内訳書に対する明細書

	工事区分･工種･種別･細別
	規格
	単位
	数量
	単 価
	金　額
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


· この様式は積算内訳書の明細を記入する。
· 配布した金抜設計書を利用してもよい。

様式第４号
手持工事の状況
対象工事現場付近
	工　事　名
	発　注　者
	工　期
	金　額
	備 考

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	


・対象工事現場付近(半径１０ｋｍ程度)での手持工事の件名を記入し、その工事の場所が図面上で確認できること。
また、対象工事の位置も記入すること。図面の縮尺は問わない。

対象工事関連
	工　事　名（工事地先名）
	発　注　者
	工　期
	金　額
	備 考

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	


・対象工事の同種又は同類の手持工事名を記入する。

様式第５号
契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫、資材置場との関連

























・分かりやすい地図で契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫、資材置場との関連が明確になるように記入する。
　また、所在地も明らかにする。縮尺は問わない。

様式第６号
手持資材の状況

	品　　名
	規格・型式
	単位
	手持数量
	本工事での使用予定量
	不足数量の手当方法

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


・手持資材の状況については、主に当該工事で使用予定の資材を記入する。


様式第７号
資材購入先及び購入先と入札者の関係

	工　種
種　別
	品　名
規　格
	単　位
	数　量
	購　入　先

	
	
	
	
	業 者 名
	所 在 地
	入札者との関係

	

	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	


・入札者との関係欄については、購入先予定業者との関係を記入する。
なお、関係を証明する規約、登録書等があれば添付する。
(例)　協力会社、同族会社、資本提携会社等

様式第８号
手持機械数の状況

	機械の名称
	規格・型式
能力・年式
	数 量
	メーカー名
	現在の利用状況

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	


・主に当該工事に使用する予定の手持機械の状況を記入する。

様式第９号
労務者の具体的配置の見通し

	工　種
	職　種
	単　価
	員 数
	下請け会社との関係
下請け会社名等

	(例)
土　工
	　　　　　　普通作業員
	
〇〇〇円
	３０人
（１０）
	協力会社
㈱〇〇〇〇

	
　　配管工
	配管工･
普通作業員
	
〇〇〇円
	２０人
（５）
	〇〇会メンバー
　〇〇〇〇㈲

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	


・員数欄で、自社労務者と下請労務者とを区分し、自社労務者は、（　）内に記入する。
・労務単価についても記入する。

様式第１０号
建設副産物の搬出予定先

	建設副産物
	受　入　予　定　先
	受入予定価格

	コンクリート塊
	
	

	アスファルト･コンクリート塊
	
	

	建設発生木材
	
	

	建設発生土
	
	

	

	
	

	

	
	

	

	
	

	

	
	

	

	
	

	

	
	

	

	
	

	

	
	


· 当該工事で発生する全ての副産物について記入する。

様式第１１号
当該価格で入札した理由（設計業務）

案件名
　
理　由






















・当該価格で入札した理由を労務費、手持業務の状況、下請会社等の協力等の面から記載する。

様式第１２－１号
入札金額の積算内訳書（設計業務）

	項目
	種別
	業務実施金額(A=B+C)
	
	
	市積算額(D)※
	備考

	
	
	
	うち自社実施金額(B)
	うち再委託予定金額(C)
	
	

	
直接人件費








諸経費








技術料等経費








特別経費






	









直接経費

間接経費









	
	
	
	
	
一次内訳書－１






諸経費に係る内訳書





	合計
	
	
	
	
	
	再委託予定金額の比率　　　％


・市積算額（Ｄ）欄と備考欄は何も記入しないこと。
・見積等積算根拠を示すものがあれば添付する。
・配布した金抜設計書を利用してもよい。

様式第１２－２号
内訳書に対する明細書（設計業務）

（一次内訳書の様式）
	一次内訳書－１　直接人件費の内訳

	項目
	名称・規格
	単位
	数量
	業務実施金額
	市積
算額
	備考

	
直接人件費

	
（例）建築意匠実施設計業務

（例）建築構造実施設計業務

（例）建築設備実施設計業務

（例）建築積算業務

（例）設備積算業務
	（例）
人・日数
（例）
人・日数
（例）
人・日数
（例）
人・日数
（例）
人・日数
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	




（諸経費に係る内訳書の様式）
	諸経費の内訳

	項目
	種別
	細別
	業務実施金額
	備考

	
諸経費


	
直接経費

間接経費
	



	


	



	諸経費計
	
	


・市積算額欄と備考欄は何も記入しないこと。
・見積等積算根拠を示すものがあれば添付する。
・配布した金抜設計書を利用してもよい。


様式第１３－１号
当該契約の履行体制（設計業務）

（１）履行のための体制図（例）
	（照査）技術者

	担当する役割内容）




	（管理）技術者

	（担当する役割内容）






	（担当）技術者

	（担当する役割内容）




	（担当者）

	（担当する役割内容）










	（担当）技術者

	（担当する役割内容）




	（担当者）

	（担当する役割内容）









	（担当者）

	（担当する役割内容）








	再委託の相手方①

	· 再委託に係る業務の内容、再委託の予定金額、再委託を行う理由












	再委託の相手方①

	· 再委託に係る業務の内容、再委託の予定金額、再委託を行う理由











様式第１３－２号
当該契約の履行体制（設計業務）

（２）業務にかかる実施体制
	技術者の区分
	氏名
	役職・部署
	担当する役割
	備考

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	




様式第１４号
配置予定技術者名簿

	技術者の
区分
	氏名
	資格
	取得年月日
	免許番号
交付番号
	備考

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	




様式第１５号
手持の建設コンサルタント業務等の状況

（　　　　　　　　　　　技術者）（氏名：　　　　　　　　　　　　　　）
	技術者の区分
	氏名
	役職・部署
	担当する役割
	備考

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	

	

	
	
	
	




様式第１６号

過去に施工した類似案件名及び発注者名並びにその案件の成績状況

	
類似案件名

	
	

	
発注機関名

	
	

	
工事場所

	
	

	
契約金額

	
	

	
契約工期

	
	

	
工事成績

	
	

	
備　　　考

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


・過去５年以内の類似案件を記載し、その中で低入札調査を受けた案件については備考欄にその旨を記入する。
・本市以外の案件の場合には、契約書､工事費内訳書、施工体制台帳等の写しを添付する。
・本市における過去２年間に実績がある場合においても同様に記入すること。

